
令 和 ８ 年 度

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 予 算
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議案第３７号

令和８年度土浦市国民健康保険特別会計予算

令和８年度土浦市の国民健康保険特別会計の予算は、次に定めると

ころによる。

（歳入歳出予算）

第１条 事業勘定の歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１２，

７８５，６５９千円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表

歳入歳出予算」による。

（債務負担行為）

第２条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為を

することができる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行

為」による。

（歳出予算の流用）

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予

算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり

と定める。

（１）各項に計上した給料、職員手当等、共済費に係る予算額に過不

足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間

の流用。

（２）保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合にお

ける同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用。
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令和８年 ３月 ３日 提 出

土浦市長 安藤 真理子

令和８年 月 日
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（単位  千円）

事                                   項 期 間 限 度 額

ジェネリック医薬品利用差額通知事業委託料 令 和 9 年 度 220

第    ２    表      債  務  負  担  行  為
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国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 予 算 説 明 書
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○職員人件費 55,561

○一般管理事業 11,968

○国保連合会負担事業 3,014

○職員人件費 50,442

○賦課徴収事業 56,055
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○運営協議会関係事業 503
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○一般被保険者療養給付事業 7,350,522

○一般被保険者療養費支給事業

52,227

○診療報酬審査支払事業 31,289

○一般被保険者高額療養費支給事業

1,164,624

○一般被保険者高額介護合算療養費支給

　事業 804
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○一般被保険者移送費支給事業

1

○出産育児一時金支給事業 40,017
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○葬祭費支給事業 10,450

○傷病手当金支給事業 1
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○一般被保険者医療給付事業 2,300,276

○一般被保険者後期高齢者支援事業

1,047,675

○介護納付事業 346,006
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○子ども子育て支援金分納付事業

98,716
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○特定健康診査等事業 96,463

○特定健康診査に係るかかりつけ医から

　の診療情報提供事業 29

○疾病予防事業 35,388

○医療費適正化特別対策事業 10,984
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○ジェネリック医薬品利用差額通知事業

1,646
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○財政調整基金管理事業 6,062
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○一般被保険者保険税還付事業

12,935

○一般被保険者保険税還付事業

1
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(１) 総　括

【　】内は、会計年度任用職員数を別掲

職員手当等の内訳

(２) 給料及び職員手当等の増減額の明細

人

人

人

(３) 給料及び職員手当等の状況

200,300

区　　分
行　政　職

市 国

増 減 額

25,233 48,074 49,417

(単位　円)

122,724

大 学 卒 237,600 232,000

 ア　職員１人当たり給与

区　　　分 行　政　職

令和8年1月1日現在

 平均給料月額（円） 296,554

 平均給与月額（円） 342,525

 平 均 年 齢 （歳） 37

令和7年1月1日現在

 平均給料月額（円） 279,771

 平均給与月額（円）

高 校 卒 206,700

346,660

 平 均 年 齢 （歳） 37

【13】 25,620 47,930

 イ　初任給

【期末勤勉手当】令和7年度当初4.60月→令和8年度4.65月、【扶
養手当】配偶者及び子に係る支給額の見直し、【通勤手当】通勤
距離に応じた引上げ、駐車場に係る手当の新設、【地域手当】9％
→8％

給
　
料

職
員
手
当
等

△ 1,027

その他の
増 減 分

△ 2,476

昇給に伴う
増　加　分

1,626

458

人事異動等に伴う職員
構成の変動

48,390 121,940

14 【12】

△ 144

1.0

給与改定に
伴う増減分

区分 説　　明 備　　　考
(千円) (千円)

225 △ 559

(単位　千円)

比　　較 【1】

その他の
増 減 分

△ 2,228

387 △ 144 △ 1,027 △ 784

増減事由別内訳

1,449
制度改正に
よる増減分

期末勤勉手当、扶養手当及び
通勤手当改定に伴う増額、地
域手当改定に伴う減額

％

異動等による増減

職員数の異動状況

令和7年度予算 職員数

令和8年度予算 職員数 14

14

0

人事異動等に伴う職員
構成の変動

平均昇給率

給与費明細書

給　与　費

16,350 138,290

16,125 138,849

職員手当等報　　酬 給　　料 計

本 年 度

前 年 度

区　　分

(千円) (千円) (千円) (千円)

職員数 共 済 費 合　計

（人） (千円)

14

(千円)

前 年 度 5,302 32966

△ 30比　　較 △ 947

4,533

△ 517 274

1,320 1,148

住居手当

954

1,218

936

△ 264

児童手当

660

退職手当
負 担 金

期末勤勉
手　当

27,387 6,491

6,4721,422

△ 19

1,020

△ 360836

区　　分

管理職員

扶養手当

4,355 32 28,223

時間外勤務
手　当

特別勤務

手　当

本 年 度

地域手当

4,016

管理職手当

1,320

通勤手当
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（級別の基準となる職務）

職員数（Ａ）

昇給に係る職員数（Ｂ）

比　率（Ｂ）／（Ａ）

職員数（Ａ）

昇給に係る職員数（Ｂ）

比　率（Ｂ）／（Ａ）

前年度は、特別昇給を含む。

差 異 の 内 容

同

同

同

同

同

同

異
労働基準法に基づく
時間単価

有

本 年 度 2.325 2.325

国の制度と
の異同

4.650 有

47.709

2.300 4.600 有

支給率等 24.586875 33.27075 47.709

前 年 度 2.300

6級

7.1

 宿日直手当

 管理職員特別勤務手当

 時間外勤務手当

 扶養手当

 住居手当

 通勤手当

区　　　分

（月分）

 管理職手当

その他の加算措置等

定年前早期退職特例措置
（1年につき最大3％加算）

47.709

47.709

最高限度

国の制度 2.325 2.325 4.650

区
　
分

令
和
8
年
1
月
1
日
現
在

令
和
7
年
1
月
1
日
現
在

区　　分 行 政 職

1　級

行　政　職

4

構成比

4級

8級

計

計

5　級 課長補佐級

6　級

主 幹 級

3　級 主 任 級

4　級
係長・調整官

・主任級

参 事 級

8　級

14

級

1級

2級

3級

4級

5級

6級

7級

8級

1級

2級

3級

6

（人）

職員数

7級

 国の指定基準に基づく支給率 （％） 8.0

市 内 全 域

 支給率 （％） 8.0

 支給対象地域

区　　分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者

（月分） （月分） （月分）

 支給対象職員数 （人）

国の制度 24.586875 33.27075

14

 エ　昇給

区　　分

支給期別支給率
支給率計
（月分）

  職制上の段階、
  職務の級等に
  よる加算措置

備　　考

6月（月分） 12月（月分）

2号給

前 年 度

2号給

区　　　分

100.0

課 長 級

7　級

主 事 級

2　級

6号給 （人）

（人）

（人）

（％） 92.9

部 長 級

号給数別内訳

1号給 （人）

3号給 （人）

12

4号給 （人） 1

12

（人）

（人） 13

14.3

2

（人） 14

本 年 度

（人） 14

号給数別内訳

1号給 （人）

3号給 （人）

（％） 100.0

6号給 （人）

4号給

100.0

4

5号給 （人）

5級

21.4

42.9

（人） 14

5号給 （人）

 ウ　級別職員数

オ　期末・勤勉手当

 カ　定年退職に係る退職手当

 キ　地域手当  ク　その他の手当

7.1

行 政 職

3

1

2

14

5

2

（％）

28.6

14.3

35.7

1

28.6
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　(単位　千円)

事 項 限 度 額

期 間 金 額 期 間 金 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

ジェネリック医薬  令和 9年度

品利用差額通知事 220 220 220

業委託料

　　　　　　　　　　債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての

　　　　　　　　　　前年度末までの支出額又は支出額の見込み及び当該

　　　　　　　　　　年度以降の支出予定額等に関する調書

前 年 度 末 ま で の 当 該 年 度 以 降 の 左　　　の　　　財　　　源　　　内　　　訳

支 出 （ 見 込 ） 額 支 出 予 定 額 特　　　　定　　　　財　　　　源
一般財源
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